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新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市報に掲載されている情報などについて、
変更している可能性があります。事前にお問い合わせいただくようお願いします。

校３年生など…20万円
□受験料貸付限度額　
● 中学３年生など…２万7,400円　
● 高校３年生など…８万円
d在住世帯の生計の中心者
※貸付には条件があります。
□窓口開設日　平日午前８時30分～
午後５時
□申請期間　令和５年１月31日㈫まで

※詳細はjへお問い合わせください。
j社会福祉協議会p042－497－5073▲

地域共生課np042－420－2808

一時保育利用登録更新
　令和３年度までに登録を行い、令和
４年度に更新手続を行っていない方は、
更新手続が必要です。
□受付期間　随時
□提出書類　①①一時保育利用登録申請
書　②②児童連絡票　③③食事アンケート
④④食物アレルギー生活管理指導表（食
物アレルギーのある児童のみ）
□配布・提出場所　幼児教育・保育課

（田無第二庁舎２階）
※令和３年度までに登録済の方への事
前告知送付はありません。更新書類の
提出がない場合は利用ができませんの
でご注意ください。
※更新登録証は現在使用中のものと同
じ番号です。更新した方はそのままお
使いください。登録証を紛失した方は
下記へご連絡ください。▲

幼児教育・保育課n
　p042－460－9842

スポーツ施設利用者登録の更新
（５年に１度更新が必要です）

スポーツ

　平成29年４月１日～平成30年３月
31日にスポーツ施設の利用者登録ま
たは更新手続をした団体・個人は、５
年の有効期限が切れるため更新が必要
です。
※対象者には、令和５年１月１日㈷以
降に公共施設予約管理システムへログ
インした際、有効期限が表示されます。
□対象施設　スポーツセンター・総合
体育館・きらっと・武道場・向台運動
場・市民公園グラウンド・芝久保運動
場・芝久保第二運動場・ひばりアム・
健康広場

凡例 a日時  b場所  c内容  d対象  e定員  f講師  g料金（記載がない場合は無料）  h持ち物  i申込  j問い合わせ  n田無庁舎敷地内  o保谷庁舎敷地内

家屋などを取り壊したとき
税

　家屋などを取り壊したときは、資産
税課（田無庁舎４階）へご連絡ください。
また、登記されている建物を取り壊し
た場合は、不動産登記法により、所管
の法務局に滅失の登記が必要です。
j東京法務局田無出張所
　p042－461－1130▲

資産税課np042－460－9830

未分筆私道の非課税申告
　敷地の一部が未分筆のまま道路とし
て使用されている土地で、一定の要件
を満たすものは、申告をすることによ
り道路部分の固定資産税・都市計画税
が原則として翌年度から非課税となり
ます。詳細はお問い合わせください。▲

資産税課np042－460－9829

福祉
確定申告における
高齢者の障害者控除
　申請により、障害者控除対象者認定
書を交付します。これを基に確定申告
をすると、障害者控除の対象となります。
※認定書発行までに２週間ほどかかり
ます。確定申告書の提出期限を考慮し
て、お早めに申請してください。
d在住の65歳以上の方で、次の状態
に該当する方（身体障害者手帳・愛の
手帳所持者は申請不要）
● 障害者控除対象者…身体障害者３級

～６級までに準ずる方、知的障害軽
度・中度に準ずる方

● 特別障害者控除対象者…身体障害者
１級・２級に準ずる方、知的障害重
度に準ずる方、ねたきり高齢者（約
６カ月以上常に臥

が

床
しょう

し、日常生活に
支障がある）

※介護保険の認定者は、介護認定調査
票に基づく。認定者以外は、障害者控
除の対象になることを証明する医師の

意見書（市指定の様式）が必要です。
i令和５年１月４日㈬から、高齢者
支援課（田無第二庁舎１階、防災・保
谷保健福祉総合センター１階）へ
※郵送でも受け付けています。▲

高齢者支援課np042－420－2810

介護保険事業者ガイドブックの発行
　介護保険事業者ガイドブックには、
西東京市介護保険連絡協議会に参加し、
市と連携して介護保険サービスを提供
している事業者を掲載しています。ぜ
ひご活用ください。
□配布開始日　12月23日㈮
□配布場所　高齢者支援課（田無第二
庁舎１階、防災・保谷保健福祉総合セ
ンター１階）・出張所・地域包括支援
センター▲

高齢者支援課np042－420－2816

東京都身体障害者補助犬給付事業
　身体障害者補助犬の給付申請を受け
付けします（盲導犬・介助犬・聴導犬）。
d①①都内に１年以上居住する満18歳
以上の在宅の身体障害者
● 盲導犬…視覚障害１級の方
● 介助犬…肢体不自由１・２級の方
● 聴導犬…聴覚障害２級の方
②②世帯全体に係る所得税課税額の月平
均額が７万７千円未満の方
※事前に訓練事業者に補助犬の給付相
談が必要です。
※詳細は下記へお問い合
わせください。▲

障害福祉課n
　p042－420－2804
　l042－466－9666

受験生チャレンジ支援貸付事業
子育て

　学習塾などの受講料、高校や大学な
どの受験料を無利子で貸し付けること
で、一定所得以下の世帯の子どもの支
援を行います。入学した場合は、申請
により返済が免除されます。
❖今年度から支援対象拡大
　連帯保証人が不要になり、世帯の収
入基準額の緩和など、支援対象を拡大
しました。
□受講料貸付限度額　中学３年生・高

連 絡 帳
市からの □受付

a令和５年１月５日㈭～31日㈫
bスポーツセンター・総合体育館・
きらっと
□提出書類
● 個人登録（テニスのみ）…利用者登録

届書（指定様式）・本人確認書類
● 団体登録…利用者登録届書（指定様

式）・団体登録名簿（指定様式）・代
表者または担当者の本人確認書類

※指定様式は、受付場所で受け取るか
市kからダウンロードしてください。
※市内団体のうち、構成員が在勤・在
学の方の場合、在勤・在学を証明でき
るもの（写し可）が必要です（構成員の
過半数が在住の方の場合は不要）。
jスポーツセンターp042－425－0505▲

スポーツ振興課np042－420－2818

保谷こもれびホールの予約受付
（令和５年８月分以降）

くらし

　保谷こもれびホールの令和５年８月
分メインホール、同月以降の小ホール
について、令和５年２月１日㈬の抽選
会から順次、予約受付を行う予定です。
詳細は、jのkでご案内します。
※改修工事に伴う休館期間・施設を一
部変更します。詳細は、市kへ
j保谷こもれびホールp042－421－1919▲

文化振興課np042－420－2817

募集
婦人相談専門員
□人数　１人
□任期　令和５年２月１日㈬～３月31日㈮
□試験日　令和５年１月15日㈰
□募集要項　協働コミュニティ課（住
吉会館ルピナス・田無第二庁舎５階）・
職員課（田無庁舎５階）・市kで配布
※詳細は募集要項をご確認ください。
□受付期間　12月28日㈬まで▲

男女平等推進センター
　p042－439－0075

西東京市民マップへの広告掲載
　令和５年３月に発行する市民マップ
へ掲載を希望する事業主を募集します。
□募集枠　５枠

住宅耐震改修工事
□減額分　２分の１（改修工事により、
認定長期優良住宅になった場合は３分
の２）　※住宅面積120㎡まで

□減額要件　①①昭和57年１月１日以
前から市内にある住宅に対し、現行の
耐震基準に適合させる耐震改修工事を
実施　②②工事後３カ月以内に資産税課
へ申告　③③１戸当たりの工事費用が
50万円超
□必要書類　①①耐震基準適合住宅に係
る固定資産税の減額適用申告書　②②増
改築等工事証明書または住宅耐震改修
証明書　③③耐震改修工事費用の領収
書の写し　④④長期優良住宅の認定通
知書の写し（改修工事により、認定長
期優良住宅になった場合のみ）

住宅のバリアフリー改修
□減額分　３分の１（住宅面積100㎡まで）
□減額要件　①①新築日から10年以上経
過した市内の住宅に対し、一定のバリ
アフリー改修工事（※１）を実施　②②工事
後３カ月以内に資産税課へ申告　③③65
歳以上の方、要介護・要支援認定を受
けている方、障害者の方が居住する家
屋（賃貸住宅を除く）　④④改修後の床面
積が50㎡以上280㎡以下　⑤⑤１戸当た
りの工事費用が50万円超（補助金など
を除く自己負担額）　⑥⑥現在、新築住
宅軽減および耐震改修に伴う減額を受
けていない家屋
□必要書類　①①住宅のバリアフリー改
修に伴う固定資産税の減額適用申告書
②②工事内容などが確認できる書類（工事

明細書・現場の写真など）と工事費用の
領収書の写し　③③納税義務者の住民票
④④居住者の要件により次のいずれか
の書類　 ● 65歳以上…住民票　 ● 要
介護・要支援…介護保険被保険者証の
写し　 ● 障害者…障害者手帳の写し　
⑤⑤補助金などの交付を受けた場合は、
交付を受けたことが確認できる書類
※１…廊下の拡幅、階段の勾配の緩和、
浴室・便所の改良、手すりの設置、屋
内の段差の解消、引き戸への交換、床
の滑り止め化

住宅の省エネ改修
□減額分　３分の１（改修工事により、認
定長期優良住宅になった場合は３分の
２）　※住宅面積120㎡まで

□減額要件　①①平成26年４月１日以前
から市内にある住宅（賃貸住宅を除く）に
対し、一定の省エネ改修工事（熱損失防
止改修 ※２）を実施　②②工事後３カ月以
内に資産税課へ申告　③③改修後の床面

積が50㎡以上280㎡以下　④④１戸当たり
の工事費用が60万円超（補助金などを
除く自己負担額）、または改修工事に係
る費用が50万円超であって、太陽光発
電装置、高効率空調機、高効率給湯器
若しくは太陽熱利用システムの設置工事
に係る費用と合わせて60万円超である
こと　⑤⑤現在、新築住宅軽減および耐
震改修に伴う減額を受けていない家屋
□必要書類　①①住宅の熱損失防止改
修等に伴う固定資産税の減額適用申告
書　②②増改築等工事証明書　③③工事
費用の領収書の写し　④④納税義務者
の住民票　⑤⑤交付または決定を受け
たことを確認できる書類（国または地
方公共団体から補助金等の交付を受け
た場合）　⑥⑥長期優良住宅の認定通知
書の写し（改修工事により、認定長期
優良住宅になった場合のみ）
※２…窓・床・天井・壁の断熱性を高め
る改修工事（外気などと接するもので、窓
の改修を含めた工事であることが必須）

固定資産税の減額

▲

資産税課np042－460－9830

　一定の要件を満たす改修工事を行っ
た家屋について、工事が完了した年の
翌年度分の当該家屋に係る固定資産税
を減額します（都市計画税を除く）。


